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第１章 計画の概要 

第１節 計画の目的と位置付け 

１ 計画の目的 

東浦町（以下「本町」という。）が所有する公共施設の多くは、１９７０年代から１９８０年代に

かけて集中的に建設されたものです。これらの公共施設は、現在では老朽化が進んでおり、

今後一斉に更新時期を迎え、多額の費用が必要になることが見込まれます。 

加えて、人口減少や少子高齢化による人口構造の変化等、社会環境が変化する中、財政

状況も今後一層厳しくなる見通しであり、現在の公共施設を今後、そのまま維持することは非

常に困難な状況下です。 

このような背景を受け、本町では、２０１６年３月に東浦町公共施設等総合管理計画（以下

「総合管理計画」という。）を策定しました。総合管理計画は、本町における公共施設等の現

況や財政状況、人口動態を明らかにし、中長期的な更新等に係る経費見込みなどを試算した

うえで、集約や廃止、長寿命化等の実施方針等を含む「公共施設等の総合的かつ計画的な

管理に関する基本的な方針」や、「施設類型ごとの管理に関する基本的な方針」等を示してい

ます。 

今回策定する東浦町公共施設再配置計画（以下「本計画」という。）では、施設ごとに現状

の課題や今後のあり方を検討し、施設更新・複合化・集約化等の方向性を含む公共施設再編

の基本的な方針を示すものです。 

 

出典：東浦町公共施設等総合管理計画（２０１６年３月（２０２１年３月改定）） 
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２ 計画の位置付け 

本町では２０１６年３月に「東浦町公共施設等総合管理計画」を策定した後、本町の公共施

設について、総合管理計画を上位計画とする東浦町公共施設個別施設計画を２０２０年３月

に策定し、施設ごとに施設の修繕・更新等の方針を定めました。 

また、総務省が各地方公共団体へ通知した「令和３年度までの公共施設等総合管理計画

の見直しに当たっての留意事項について（令和３年１月２６日）」等を受けて、本町の総合管理

計画を２０２１年３月に改定しました。 

本計画は、本町の最上位計画である第６次東浦町総合計画をはじめとし、総合管理計画及

び本町の各種個別施設計画と連携を図りつつ、今後の方向性や公共施設の再編等を検討し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

東浦町公共施設等総合管理計画 

（２０１６年３月（２０２１年３月改定）） 

【計画期間：２０１６年度～２０３８年度】 

第 6 次東浦町総合計画 

（２０１９年３月） 

【計画期間：201９年度～2038 年度】 

インフラ長寿命化基本計画 

（２０１３年１１月）【国】 

個別施設計画 

東浦町 

公営住宅等 

長寿命化計画 

（２０１９年３月） 

インフラ 

長寿命化計画 

東浦町 

公共施設 

個別施設計画 

（２０２０年３月） 

東浦町 

学校施設の 

長寿命化計画 

（２０１９年９月） 

東浦町公共施設再配置計画 

（２０２４年３月） 
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３ 計画期間 

本計画の計画期間は、２０２４年度から２０５８年度までの３５年間とし、前期・中期・後期の

３区分を以下のとおり設定します。 

前期は上位計画となる第６次東浦町総合計画及び東浦町公共施設等総合管理計画の計

画期間と整合を図り、設定しています。 

 

前期 ２０２４年度から２０３８年度（１５年間） 

中期 ２０３９年度から２０４８年度（１０年間） 

後期 ２０４９年度から２０５８年度（１０年間） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、計画期間に捉われず、上位計画・関連計画の改定や社会情勢の変化、公共施設の状

況等に応じて適時、柔軟に計画の見直しを行うものとします。 

  

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038

東浦町
公共施設

再配置計画

東浦町
公共施設等

総合管理計画

計画期間

第６次東浦町
総合計画
2019

▼
２０３８

2024～2058年度（35年間）

2039～２０４８ 20４9～２０５８

前期15年

基本構想 20年

第2期基本計画 5年 第３期基本計画 5年 第４期基本計画 5年

実施計画 ３年

実施計画 ３年

実施計画 ３年

※計画期間は3年間とし、毎年見直しを行う。ローリング方式とします。

中期10年 後期１０年

2016～２０３８年度（２３年間）
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第２節 本計画で対象とする公共施設 

 対象とする施設は本町が総合管理計画に記載した６２施設及び半田消防署東浦支署・東

浦西部出張所（計１３５,５６８.６９㎡）で、以下のとおりです。 

【公共施設 総括表】 

施設類型 施設名 施設数 棟数 
延床面積 

（㎡） 
備考 

行政施設 

庁舎 １ ８ ５,６６２.８２  

消防団詰所 ６ ６ ５９９.６６  

防災倉庫 ３ ３ ７２３.２１  

総合ボランティアセンター １ １ １４６.６４  

学 校 教 育 
施設 

小学校 ７ ５７ ５１,０７５.５８  

中学校 ３ ２９ ３２,９８７.２５  

学校給食センター １ １ ３,４７５.２１  

子 育 て 
支援施設 

保育所 ８ １０ １０,９５０.５３  

児童館 
総合子育て支援センター 

７ １１ ４,３６７.９６ 

緒川児童クラブ室の棟数は北
部防災倉庫に含む。 
石浜西児童館の施設数及び
棟数は総合子育て支援センタ
ーに含む。 

なかよし学園 ― １ ３２３.５４ 施設数は森岡保育園に含む。 

社 会 教 育 
・ コ ミ ュ ニ
ティ施設 

文化センター １ １ １,９９３.５０  

コミュニティセンター 
藤江公民館 

６ ６ ４,３７１.３１ 

緒川コミュニティセンター駐車
場（児童クラブ、北部防災倉
庫下駐車場部分）の棟数は北
部防災倉庫に含む。 

中央図書館 １ １ ２,６３４.７３  

郷土資料館 １ ３ ９９９.７２  

はなのき会館 ― ― ４５３.０３ 
施設数及び棟数は体育館に
含む。 

保 健 ・ 
福祉施設 

旧高齢者ふれあい 
施設ひだまり 

― ― １１４.２８ 
施設数及び棟数は総合ボラン
ティアセンターに含む。 

福祉センター １ １ １,１８６.９８  

老人憩の家 
東ヶ丘交流館 

７ ８ １,９８６.８５ 
緒川新田老人憩の家の施設
数及び棟数は緒川新田児童
館に含む。 

保健センター １ ２ １,０４０.３１  

勤労福祉会館 １ １ ２,５７９.２９  

高齢者相談支援センター ― ― １１５.２０ 
施設数及び棟数は勤労福祉
会館に含む。 

体育施設 
体育館 １ １ ２,８７１.９９  

ふれあいセンター 
藤江コミュニティセンター 

３ ３ ２,２３３.２４ 
 

公営住宅 町営住宅 ２ ２４ １,００７.８７  

その他 
半田消防署東浦支署 
半田消防署東浦西部

出張所 
２ ３ １,６６７.９９ 組合所有施設 

合計 ６４ １８１ １３５,５６８.６９  

※一部事務組合等で所有する施設については対象外としています。（知北平和公園、東部知多 

クリーンセンター、東部知多浄化センター、東部知多温水プール、知多北部広域連合） 

出典：東浦町公共施設等総合管理計画（２０１６年３月（２０２１年３月改定））  
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第３節 本計画の構成 

 本計画の構成は、以下のとおりです。 

本計画は各種ニーズ調査を実施した結果を踏まえ、住民・職員・学識経験者が主体の会議

体で検討を重ね、策定するものです。 

【公共施設再配置計画】 

   

第２章 公共施設を取り巻く状況
第１節 公共施設を取り巻く社会情勢
第２節 上位計画・関連計画
第３節 東浦町の地域特性
第４節 東浦町の人口・財政の状況
第５節 公共施設を取り巻く状況のまとめ

第１章 計画の概要
第１節 計画の目的と位置付け
第２節 本計画で対象とする施設
第３節 本計画の構成

第４章 公共施設の課題
第１節 公共施設の課題

第５章 公共施設再編の基本方針
第１節 基本方針
第２節 数値目標
第３節 複合化・集約化の方向性

第３章 公共施設の現状等
第１節 公共施設の現状
第２節 各施設の状況
第３節 ニーズ調査
第４節 公共施設の現状等のまとめ

第６章 再編プラン・ロードマップ
第１節 再編プランの策定
第２節 ロードマップの策定

第８章 計画の推進に向けた今後の取り組み
第１節 推進体制の構築
第２節 進捗管理及び各計画との連携
第３節 今後検討すべき事項

参考資料：公共施設評価
施設規模の方向性検討
提供主体可能性検討
立地の方向性検討
建物健全度検討
公共施設評価まとめ

現
状
・
課
題
認
識

基
本
方
針

再
編
プ
ラ
ン
・

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

計
画
実
現
に

向
け
て

ひがしうら
公共施設未来会議

庁内作業部会

再配置検討委員会

町民

職員

学識経験者

会議体

町民アンケート

地区別ヒアリング

住民説明会

パブリックコメント

広報活動

住民ニーズ調査・住民啓発

第７章 モデル事業
第１節 モデル事業の考え方
第２節 モデル事業（森岡地区拠点施設）
第３節 モデル事業（東浦中学校・東浦文化広場）

モ
デ
ル
事
業

所管課ヒアリング

庁内調査
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第２章 公共施設を取り巻く状況 

第１節 公共施設を取り巻く社会情勢 

世界的な潮流としてSDGs達成が求められているほか、国土交通白書等によると、アフターコ

ロナ、Society５.０、脱炭素化が求められています。 

１ 持続可能な開発目標（SDGs）の実現を目指して 

２０１５年９月、国連サミットで持続可能な開発目標（SDGs）が採択されました。 

この目標は２０３０年を期限としたもので、「誰一人として取り残さない」世界の実現を理念に持

続可能な社会を実現するため、経済、社会、環境をめぐる広範囲な課題に対する統合的な取り組

みが示されています。 

具体的には、持続可能な開発目標として１７のゴールから構成されています。SDGsは発展途上

国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としてもSDGs

実施指針が策定されており、その達成に向けた行政や民間企業におけるまちづくりや建築の取り

組みが活発化しています。 

【ＳＤＧｓの１７のゴール】  

 

出典：外務省  

■再編の視点 

公共施設の再編の取り組みについても安全・安心な公共サービスを将来世代に繋げていくと

いう持続可能なまちづくりの観点が重要となります。SDGsのまちづくりの目標としては、「１１ 

住み続けられるまちづくりを」を主として密接に関係していることから、SDGsの理念を踏まえ

た持続可能なまちづくりを目指した再編計画の策定に取り組みます。 
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２ アフターコロナにおける新しい公共施設のあり方を目指して 

近年、世界的なパンデミックをもたらした、新型コロナウイルス感染症を契機とし、テレワー

クの進展や職住近接ニーズの高まり、生活重視の意識変化など、生活様式に様々な変化をも

たらしてきました。 

また、まちにおいては、ゆとりあるオープンスペースのニーズ、オンラインでは代替しがたい

経験を提供するリアルな場のニーズ、公共交通から自転車への利用転換、都市のウォーカブ

ルの重要性、多様な避難環境のニーズなど、様々なニーズへの対応や新たなニーズ、変化、リ

スクに対応できる柔軟性・冗長性が求められるようになりました。 

 

【新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性】  

 

出典：国土交通省 新型コロナがもたらす「ニュー・ノーマル」に対応したまちづくりに向けて

（２０２０年８月３１日発表） 

 

■再編の視点 

これからの公共施設には、ニュー・ノーマルへの対応が求められます。新型コロナ危機を契機

に求められるようになった、オープンスペースやウォーカブルなどのニーズへの対応検討が公共

施設再編においても重要です。また、今後新たに発生する様々なニーズ、変化に柔軟に対応で

きるような柔軟性・冗長性も求めていく必要があります。 
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３ Society５.０の実現に向けた持続可能な地域づくりを目指して 

国連サミットにおいて２０３０年を年限とする「持続可能な開発目標ＳＤＧｓ」が採択され、地

方創生においても、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に、統合的に取り組むことが重要と

なりました。 

さらに、近年では、第四次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、自動運転、シェ

アリングエコノミー等）のイノベーション（革新）が急激に起きており、それらをあらゆる産業や

社会に取り入れることにより、様々な社会課題を解決する「Society５.０」を実現することが

求められています。 

 

【Society５.０で実現する社会】  

 

出典：内閣府 

 

■再編の視点 

これからの公共施設再編においては、Society５.０の実現に向けて、行政サービスでのICT

技術等の活用による自治体DX（デジタル・トランスフォーメーション）を推進する観点も重要と

なります。デジタル技術やデータを活用することで、住民の利便性を向上させることや、業務効

率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことも可能です。Society５.

０の実現は新たな公共サービスのあり方に寄与するものです。 
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４ 脱炭素化を目指して 

近年、歴史に例を見ない地球温暖化が進行しており、この影響による大雨や短時間強雨の

頻発等により、世界中で洪水や土砂災害等の気象災害が激甚化・頻発化しています。我が国

でも、２０５０年カーボンニュートラル目標の達成に向け、脱炭素化に向けた取り組みが進ん

でおり、本町でも「第６次東浦町総合計画」にて地球温暖化の防止を掲げています。 

国土交通省では、「脱炭素化に資するまちづくりに向けた取り組みの課題と方向性」として、

集約型のまちづくり、グリーンインフラを活用した脱炭素型まちづくり、デジタル技術や民間資

金による環境に配慮した都市開発等を提示しています。 

 

【カーボンニュートラルのイメージ】  

 

出典：環境省（脱炭素ポータル） 

 

■再編の視点 

地球温暖化の緩和策として「脱炭素社会」への取り組みは必須であり、それを実現していくた

めには、公共施設の省エネルギー化といった、施設自体で取り組む視点と、コンパクトなまちづ

くりにより都市構造を持続可能なものへと見直す、といったまちづくりとして取り組む視点の両

輪が必要となります。公共施設の再編に当たっては都市・建築の双方の視点で地球温暖化防

止、カーボンニュートラルの実現に寄与するように検討が求められます。 
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５ 全国的な人口状況（生産年齢人口の減少、高齢化） 

全国的な人口総数は長期の減少過程に入っている中、６５歳以上人口は増加傾向が続い

ており、高齢化率は上昇を続けています。令和２２年（２０４０年）の高齢化率は３５.３％となり、

国民の３人に１人が６５歳以上となり、以降も高齢化率は上昇を続ける想定です。 

生産年齢人口である１５～６４歳人口は今後、一貫して減少傾向にあり、６５歳以上人口と１

５～６４歳人口の比率を見ると、昭和２５年（１９５０年）には６５歳以上人口１人に対して１５～６

４歳人口は１２.１人がいたのに対して、令和２年（２０２０年）には２.１人となっています。今後、

高齢化率の上昇により、この傾向は一層の進行が想定されます。 

 

【全国的な人口推移及び将来推計】  

 

出典：令和４年版高齢社会白書 

 

■再編の視点 

公共施設の再編においては､生産年齢人口の減少に伴い、人材不足等による施設整備・運営

等への影響が懸念されます。また、将来的な人口構造の変化等も踏まえ、ニーズの反映や変化

への対応力確保等に努める必要があります。 
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６ 全国的な建設資材価格の状況 

昨今、建設業界において、全国的な建設資材価格の高騰に直面しています。資材価格や労

務費等を踏まえた建設工事費用の相場を示す建設工事費デフレーターをみると、２０２１年以

降、これまでを上回るペースで上昇していることが分かります。また、建設資材の総合的な価

格動向を示す建設資材物価指数をみると、同様に、建築・土木ともに急激な上昇をみせてい

ます。 

 

【建設工事費デフレーターと建設資材物価指数】  

 

出典：内閣府 経済財政政策 今週の指標（令和４年１２月１２日） 

 

■再編の視点 

建設資材の価格高騰は公共施設の整備価格高騰の直接的な要因となり、自治体の財源にも

影響を及ぼします。公共施設の再編に際しては、今後の建設工事費を取り巻く状況も注視しつ

つ、検討していく必要があります。 

 

  



12 

第２節 上位計画・関連計画 

 本町の上位計画・関連計画における公共施設に係る方向性を以下に整理します。 

東浦町総合計画をはじめとして、持続可能な公共施設の実現に向けて、複合化・集約化等

の再編の検討や、広域連携・官民連携の検討が示されています。 

 

【上位計画・関連計画の整理】 

１ 第６次東浦町総合計画（２０１９年３月） 【計画期間：２０１９～２０３８年度】 

〇目標：「将来に向け公共施設等を適切に管理、運営します」東浦町が保有する資産につ

いて、活用方法や管理運営形態の見直しを行いながら、適切に管理、運営します。 

〇実施内容： 

・施設分野ごとにメンテナンスの内容や優先順位の考え方を示した個別施設計画を作成

し、施設の長寿命化を図ります。 

・統廃合、機能転換や複合化などを図り、最適な配置の実現に取り組みます。 

・長期的な視点で、更新や維持管理にかかる財政負担の軽減、平準化を図ります。 

２ 東浦町公共施設等総合管理計画（２０１６年３月（２０２１年３月改定）） 

【計画期間：２０１６～２０３８年度】 

３ 東浦町都市計画マスタープラン（２０２０年３月） 【計画期間：２０２０～２０３０年度】 

〇統合・廃止は駅周辺などの利便性が高い場所や、地域の核となる小中学校に拠点的な

複合施設を整備するなど、利用者に付加価値を提供できるような集約化を行います。 

〇他自治体との広域的な連携による施設の共同利用や共同運用の可能性についても検討

します。 

〇統合・廃止により余剰となった施設や敷地については、用途変更・民間への譲渡等により

財源の確保に繋げます。 

４ 東浦町立地適正化計画（２０２３年度） 【計画期間２０２３～２０４０年度】 

〇緒川駅周辺の都市機能誘導区域では、東浦町役場をはじめとして公共施設が集中して

いるため、今後も維持・充実を図ります。 

〇充実の際には民間資金やノウハウを活用した公民連携を検討します。 

〇衣浦定住自立圏を形成する刈谷市、知立市、高浜市をはじめ広域的な連携により公共

サービスを充実することで利用促進を図ります。 

５ コンパクトなまちづくり計画（２０１６年２月） 

〇一般地区・徒歩圏に必要な公共施設は、現状の建築物を維持するのではなく、既存施設

への集約や利活用について検討し、施設の持つ役割を維持することを基本とします。町

を代表する施設は、徒歩圏に必要な公共施設と同様ですが、施設の建替えに当たって

は、施設の統合・整理や施設の複合化を図ります。 

〇小・中学校については、学校や保護者、地域の意見を伺いながら、校区の見直し等を検

討していきます。 

６ 東浦町地域公共交通計画（２０２２年３月） 【計画期間：２０２２～２０２６年度】 

〇町内公共施設を建設・建て替え・移転する際は、公共交通で来訪しやすいような立地場

所の選定や、快適な乗降環境の確保を行い、訪れやすさの向上を目指す。 
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第３節 東浦町の地域特性 

１ 地勢 

本町は、愛知県の知多半島北東部に位置し、南北約８ｋｍ、東西約６ｋｍ、総面積は３１.１４

ｋ㎡あります。東に尾張と三河をわける境川や衣浦湾をはさんで刈谷市、高浜市を対岸にの

ぞみ、南に半田市、西に東海市、知多市、阿久比町、北は大府市に接しています。町は東部の

低地と中央部、西部の丘陵地からなっていて、東部にはＪＲ武豊線と国道３６６号、西部には

名鉄河和線が通っています。 

１９０６年に森岡村、緒川村、石浜村、生路村、藤江村が合併して東浦村となり、１９４８年６

月１日に町制を施行しました。 

 

  
【本町の位置】 

出典：統計資料「ひがしうらのすがた」令和３年度版 
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  【1891 年（森岡村、緒川村、石浜村、生路村、藤江村合併前）の本町】 

出典：新編東浦町誌資料編１（絵図・地図）東浦町域地形図 
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２ 地区特性 

（１） 地区区分・学区区分 

旧５村の区域に緒川新田を加えた６地区に区分され、小学校区及びコミュニティ※も同一の

地区区分となっています。 

※コミュニティとは、森岡、緒川、卯ノ里、石浜、生路、藤江の６つの各地区コミュニティ推進協

議会のことを指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【地区区分図】 

出典：コンパクトなまちづくり計画（２０１６年２月） 

【小中学校通学区域図】 

出典：東浦町ホームページ 
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（２） 都市構造 

東浦町都市計画マスタープラン（２０２０年３月）では、JR 尾張森岡駅・JR 石浜駅・JR 東浦

駅・名鉄巽ケ丘駅・名鉄八幡新田駅を、周辺地域住民のための生活機能が集積した利便性の

高い生活環境を形成する地域生活拠点として位置づけています。また、緒川地区に都市拠点

を位置付けています。 

 

【将来都市構造図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東浦町都市計画マスタープラン（２０２０年３月） 
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東浦町立地適正化計画（２０２３年４月）では、市街化区域を基本として約６５６haの区域を

居住誘導区域に設定しています。この内、災害ハザードが想定されている約２２３haのエリア

を防災重点エリアとして位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東浦町立地適正化計画  

 

 

  

【都市機能誘導区域】 【居住誘導区域】 

居住誘導区域とは、人口減少の中にあっ

ても一定のエリアにおいて人口密度を維

持することにより、生活サービスやコミュ

ニテ ィ が 持 続 的 に 確 保 され る よ う 、 居 住

を誘導すべき区域のこと。 

都 市 機 能 誘 導 区 域 と は 、 医 療 ・ 福 祉 ・ 商

業・行政サービス等の都 市機能を都市 の

中心拠点や生活拠点に誘導し集約するこ

とで、各種サービスの効率的な提供が図

られることを目的とした区域であり、原則

として居住誘導区域内において設定され

るもの。 
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（３） 新規市街地整備 

森岡地区では、土地区画整理事業施行に向けた検討が行われています。 

 

【宅地開発位置図（森岡地区南部と緒川地区との隣接部）】 

 

出典：コンパクトなまちづくり計画（２０１６年２月） 
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３ 地域公共交通 

本町における地域公共交通の種別と路線名、運行事業者、役割等は以下のとおりです。 

公共交通については、高齢化の進行により移動手段を必要とする町民が増加している一方、

バス・タクシー等の公共交通は利用者数の減少及び運転手不足等から、運行便数や運行台

数の削減が行われています。 

また、本町は隣接都市や名古屋市のベッドタウンとしての性格が強く、町外との連携が欠か

せないことから、町外への移動手段として鉄道利便性の維持・充実も必要となります。 

 

【地域公共交通】 
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出典：東浦町地域公共交通計画（２０２２年３月） 
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４ 相互利用等の状況 

（１） 広域連携（相互利用） 

知多半島５市５町（東海市、大府市、知多市、半田市、常滑市、東浦町、阿久比町、南知多

町、美浜町、武豊町）では、２００３年４月からそれぞれの住民と同様の金額で公共施設を一

部相互利用ができます。 

また、刈谷市とは定住自立圏の形成に関する協定の締結により、２０１２年４月１日から公共

施設の一部を相互利用ができ、高浜市とは高浜市及び東浦町の図書館資料の相互利用実施

協定の締結により、２０１３年２月１日から、図書館を相互利用ができます。 

 

【相互利用対象施設】 

東浦町 東浦町文化センター、東浦町勤労福祉会館、東浦町中央図書館、東浦町郷土

資料館（うのはな館）、東浦文化広場（東浦町体育館、文化広場テニスコート）、

町営第１グラウンド、町営第２グラウンド、東浦町営北部グラウンド、東浦町営西

部グラウンド、東浦町岡田川テニス場、東浦町営南部グラウンド、於大公園有

料公園施設（おもしろサイクル広場、バーベキュー広場）、みどり浜緑地 

東海市 東海市民体育館、東海市立勤労センター、東海市立商工センター、東海市立農

業センター、東海市営温水プール、東海市しあわせ村、聚楽園公園 キャンプ

場、大池公園（野球場、テニスコート、屋外ステージ）、東海市立中央図書館、

平地公園（野球場、テニスコート、ゴーカート）、上野台公園 テニスコート、大窪

公園 キャンプ場、元浜スポーツ広場（テニスコート、サッカー場、パターゴルフ

場）、元浜公園 屋外ステージ、東海市立文化センター、東海市立上野公民館、

東海市立平洲記念館（郷土資料館）、加木屋運動公園（野球場、テニスコー

ト）、横須賀図書館、東海市立市民活動センター、太田川駅前イベント広場、東

海市芸術劇場 

大府市 大府市勤労文化会館（愛三文化会館）、大府体育センター、おおぶ文化交流の

杜、大府市民体育館、横根グラウンド、大府市営テニスコート、大府市野外教育

センター(新城市)、横根フットサルコート 

知多市 知多市勤労文化会館、市民体育館、知多運動公園（野球場、庭球場）、物産フ

ードサイエンス１９６９知多スタジアム、知多市歴史民俗博物館、知多市青少年

会館、つつじが丘公園 野球場、知多市立中央図書館、七曲公園（庭球場、多目

的グラウンド）、ベティさんの家旭公園（多目的グラウンド、体育館、庭球場）、知

多市こども未来館 

半田市 半田市立図書館、半田市立亀崎図書館、半田市立中央公民館（雁宿ホール

内）、半田市文化会館（雁宿ホール内）、半田市体育館、青山記念武道館、半田

福祉ふれあいプール（温水プール）、半田運動公園（陸上競技場、多目的グラウ

ンド、テニスコート）、半田市営臨海公園（テニスコート、フットサルコート）、半

田市営半田球場、半田市営弓道場、半田市立博物館、半田空の科学館、新美

南吉記念館、半田市営雁宿テニスコート、半田マリングラウンド、半田北部グラ

ウンド、半田上浜グラウンド、半田赤レンガ建物、アイプラザ半田 

常滑市 常滑市立図書館、常滑市立図書館（南陵分館）、こども図書室、とこなめ陶の

森 資料館、常滑市民文化会館、常滑市体育館、常滑市小脇公園、大曽公園

（球場、多目的グラウンド、弓道場、庭球場）、常滑市温水プール、常滑市グリー

ンスポーツセンター 
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阿久比町 阿久比町立中央公民館（本館、多目的ホール）、阿久比町立板山グランド運動

広場、阿久比町立白沢グランド（運動広場、テニスコート、多目的広場）、阿久

比町立草木グランド 運動広場、阿久比町立丸山公園（武道場）、阿久比町立丸

山公園（運動広場、テニスコート）、阿久比町立ふれあいの森(体育室、デイキャ

ンプ場、パターゴルフ場) 、阿久比町勤労福祉センター（エスペランス丸山）、阿

久比町立図書館、阿久比町立阿久比スポーツ村(陸上競技場、野球場、室内練

習場、トレーニング室、交流センター) 

南知多町 南知多町総合体育館、南知多町運動公園（グラウンド、テニスコート）、南知多

町民会館 グラウンド、豊丘むくろじ会館体育館、山海ふれあい会館体育館 

美浜町 美浜町総合公園（体育館、グランド、テニスコート）、第２町民グランド、美浜町

図書館 

武豊町 武豊町立中央公民館、武豊町立図書館、武豊町総合体育館、武豊町運動公園

（グラウンド、弓道場、テニスコート）、武豊町砂川会館、武豊町民会館、地域交

流センター、CCNC プールたけとよ（武豊町屋内温水プール） 

 

定住自立圏の形成に関する協定書（刈谷市・東浦町） ※刈谷市と締結 

相互利用

対象施設 

刈谷市中央図書館、刈谷市城町図書館、刈谷市富士松図書館、刈谷市民ホー

ル（総合文化センター内）、中央生涯学習センター（総合文化センター内）、南部

生涯学習センター「たんぽぽ」、北部生涯学習センター「かきつばた」、刈谷市産

業振興センター、十朋亭（じっぽうてい）、洲原ロッジ、ウィングアリーナ刈谷（総

合運動公園内）、ウェーブスタジアム刈谷（総合運動公園内）、グリーングラウン

ド刈谷（総合運動公園内）、刈谷市体育館、刈谷球場、港町グラウンド 

 

図書館資料の相互利用実施協定 ※高浜市と締結 

相互利用

対象施設 
高浜市立図書館、高浜市吉浜図書室、高浜市高取図書室 

出典：東浦町ホームページ 

 

（２） 県有施設 

本町には愛知県有施設として、健康をテーマにした複合施設であるあいち健康の森健康科

学総合センター（あいち健康プラザ）があります。 

 

【県有施設】 

あいち健康の森健康科学総合センター（あいち健康プラザ） 

本町にある健康をテーマとした愛知県立の複合施設です。１９９８年（平成１０年）にオー

プンした複合施設で、あいち健康の森の健康ゾーンに立地します。当館は、健康開発館、健

康科学館、健康情報館、健康宿泊館で構成されており、２０１１年（平成２３年）度より施設の

管理運営と広報および営業活動をトヨタエンタプライズと愛知県健康づくり振興事業団の

共同体が行っています。 
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（３） 官民連携 

本町では、官民連携としてイオンモール東浦にて行政サービスセンターを設置し、各種証明

書発行、東浦町刊行物等の販売・配布、町税等の納付など、様々な行政サービスを実施して

います。また、小学校の水泳授業では、民間屋内プール施設にて、民間事業者による水泳指

導を実施しています。 

 

【官民連携内容】 

イオンモール東浦（行政サービスセンター） 

【取扱業務】 

・住民票の交付 

・印鑑登録証明書の交付（申請には、印鑑登録証を必ず持参してください。） 

・年金現況証明書の交付 

・住民票記載事項証明書の交付 

・戸籍謄・抄本証明書の交付 

・税証明書(所得・納税)の交付 

・町県民税・固定資産税・国民健康保険税・軽自動車税の納付 

・水道料金・後期高齢者医療保険料・介護保険料・町営住宅使用料の納付 

・町刊行物の販売 

・役場窓口業務の案内 

・提言箱の設置 

・町運行バス「う・ら・ら」定期券・回数券の販売 

民間屋内プール施設での小学校水泳指導業務 

小学校の水泳指導業務は、プール施設の老朽化による改修等の費用削減やプールの維

持管理に係る教員の負担軽減及び水泳指導の充実のため、民間の施設、人材を活用する

ことで、児童の泳力向上や教員の水泳指導に関する知識、指導力の向上を図ることを目的

として行っています。 

 

【２０２３年度における実施内容】 

・対象校：町内全小学校 

・実施場所：コパンスイミングスクール東浦（卯ノ里小学校以外） 

コパンスイミングスクール知多（卯ノ里小学校） 

・契約期間：２０２３年４月から２０２３年１２月まで 

 

【事業概要】 

・泳力に合わせて教員とインストラクターが子どもたちを指導 

・小学校から実施場所まではバスで移動 

・１回あたり１時間、年５回の水泳指導を実施 

 

  



24 

第４節 東浦町の人口・財政の状況 

１ 人口状況 

（１）人口変遷 

本町の過去の人口変遷をみると、町制施行以後、増加が続いていましたが、２０１５年の国

勢調査では減少に転じました。 

年少人口は、１９７０年代の第二次ベビーブームにより増加した時期がありましたが、その

後は減少し、２０１０年には老年人口を下回りました。一方で、老年人口は、継続して増加傾向

にあります。 

第２期東浦町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略によると、我が国の人口減少は

「第一段階：年少人口の減少、老年人口の増加」、「第二段階：年少人口の減少の加速、老年

人口の維持・微減」、「第三段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされていま

すが、本町の年齢３区分別人口をみると、生産年齢人口が減少すると共に、老年人口の増加

の速度が加速しつつあり、「第一段階」にあると考えられます。 

 

【年齢３区分別人口の推移】 

 

出典：国勢調査 
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（２）人口推計 

第２期東浦町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略の人口推計をみると、２０２０年

以後はいずれの推計値についても右肩下がりで人口が減少しています。国立社会保障・人口

問題研究所推計（２０１８年３月推計）準拠の将来推計人口によると、本町の総人口は、２０４０

年に４３,９１６人となった後も減少を続け、２０６０年には３７,６２２人となるとされています。 

これに対して、本町の人口の将来展望として、希望出生率１.８（２０３０年）を目指し、その

後も出生率を維持して２０４０年に総人口４５,０００人を確保する目標を第６次東浦町総合計

画と同様に掲げています。 

 

【人口推計】 

 

出典：第２期東浦町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略（２０２０年４月） 
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（３）人口増減 

２０２０年の人口をメッシュ単位でみると、各地区の人口が相対的に多い場所として緒川新

田地区は西側、その他５地区は中心から東側に分布しています。緒川新田地区、石浜地区、

生路地区、藤江地区には１,５００人以上と、特に集中している箇所が見られます。 

２０２０年と２０５０年の人口増減をメッシュ単位でみると、いずれの地区にも２００人以上減

少している場所はありますが、特に緒川新田地区の西部中学校南部（高根台・東仙台）と石

浜地区の県営住宅周辺は５００人以上減少と、他と比べても著しく減少する場所が見られま

す。  

【人口メッシュ（左：２０２０年人口、右：２０２０年－２０５０年比較人口増減）】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土数値情報５００m メッシュ将来人口データを基に作成  
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（４）地区別人口 

地区別の人口変遷をみると、各地区とも概ね２０１０年までは緩やかに増加し、その後は微

増減しながら横ばい傾向にあります。 

６地区の中で人口が一番多い地区は、２０２０年時点で石浜地区の１２,７１３人となっており、

一番少ない地区は生路の５,５８０人となっています。 

地区別人口推計について、２０２２年度の住民基本台帳人口をもとに、国立社会保障人

口問題研究所試算の移動率、子ども女性比を加味し、コーホート要因法により算定しま

した。更に、森岡地区は土地区画整理事業に伴う人口増加を加味し、推計を行いました。 

将来の人口の見通しを見ると、森岡地区は土地区画整理事業に伴い一時的に人口が増加

していますが、その後、減少傾向にあります。その他の地区はいずれも２０２２年から減少傾

向にあります。 

 

【地区別人口推移】 

 

出典：国勢調査 
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【地区別人口推計】 

 

  

※表内「森岡 ※区画整理有」は森岡地区土地区画整理事業を見込む場合、「森岡 ※区画
整理無」は森岡地区土地区画整理事業を見込まない場合を示す。 

※住民基本台帳人口（2022 年８月）をもとに、国立社会保障人口問題研究所試算の移動
率、子ども女性比を加味しコーホート要因法により算定。 
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（５）小学校別児童数 

小学校別の児童数変遷をみると、小学校ごとにばらつきがありますが、緒川及び石浜西を

除く小学校では、２０１０年以降は概ね減少傾向にあります。各小学校の中で児童数が一番多

い小学校は、２０２２年時点で緒川小学校の５２４人となっており、一番少ない小学校は卯ノ里

小学校の２８７人となっています。 

小学校別児童数推計について、前ページ【地区別人口推計】の年少人口増減率より算定し

ました。森岡小学校は土地区画整理事業に伴い一時的に人口が増加していますが、その後、

減少傾向にあります。その他小学校はいずれも２０２２年から減少傾向にあります。 

 

【森岡小学校】 

 

 

 

１９８２年の８８８人から２０２２年には４３９人に減少し、５１％減少となっています。 
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実績値 推計値

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
888 853 799 739 690 635 570 541 526 487 439 421 388 359 371 391 395 408 434 430 435（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
421 440 472 472 461 482 502 488 484 478 469 446 434 422 414 414 419 416 436 439（人）
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【緒川小学校】 

 

 

 

１９８２年の９９１人から２０００年には４２０人まで減少した後、微増し、２０２２年には５２４人

と、ピーク時から現在まで４７％減少となっています。 

【卯ノ里小学校】 

 

 

 

 １９９２年に８１２人のピークを迎えた後、２０２２年には２８７人まで減り、６５％減少となっています。 
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991 960 907 873 816 674 652 607 602 552 531 494 487 450 449 442 437 430 420 432 437（人）
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423 438 440 457 476 466 455 452 477 477 461 500 529 540 532 524 557 526 526 524（人）
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1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
347 348 384 428 464 599 668 700 766 786 812 806 798 759 705 703 683 651 635 624 623（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
601 588 574 574 549 533 524 491 463 422 407 375 349 345 340 324 308 306 300 287（人）
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【石浜西小学校】 

 

 

 

 

 １９８３年に７０３人のピークを迎えた後、２０１４年に１６７人まで減少しましたが、近年は宅地

開発の影響で、２０２２年には４８３人まで回復しています。ピーク時から現在までは３１％減少

となっています。  

【片葩小学校】 

 

 

 

 １９８２年の８５６人から１９９９年には３４７人と５９％減少しましたが、区画整理に伴い、２０１

１年は６２４人まで増加しました。その後、２０２２年には４０８人まで減少しており、ピーク時か

らは５２％減少となっています。  
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1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
678 703 684 615 565 527 460 399 355 357 351 331 304 267 245 287 326 298 282 286 287（人）

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
856 840 836 818 755 669 617 587 534 498 492 467 446 442 448 391 352 347 383 435 438（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
470 490 528 572 602 598 591 623 624 621 607 579 580 559 527 504 482 461 445 408（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
285 293 300 293 269 248 225 214 200 181 173 167 202 248 299 355 395 428 474 483（人）
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【生路小学校】 

 

 

 

 

 １９８２年の４０７人から概ね横ばい傾向ですが、２００４年の４０３人以降、２０２２年には３１９

人と減少しており、ピーク時から現在まで２２％減少となっています。 

【藤江小学校】 

 

 

 

 ２００４年の６６８人から減少傾向であり、２０２２年には３３７人と、ピーク時から５０％減少と

なっています。  
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633 668 661 665 624 610 565 534 520 491 478 434 428 422 406 379 370 364 338 337（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
391 403 381 395 397 401 393 383 377 375 368 357 339 337 331 323 307 314 328 319（人）

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
533 527 502 519 442 429 417 388 384 359 374 349 383 440 449 467 490 521 552 576 573（人）
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（６）中学校別生徒数 

中学校別の生徒数変遷をみると、中学校ごとにばらつきがありますが、概ね横ばい・減少

傾向にあります。各中学校の中で生徒数が一番多い中学校は、２０２２年時点で東浦中学校

の７７８人となっており、一番少ない中学校は西部中学校の１６８人となっています。 

中学校別生徒数推計について、小学校別児童数推計同様に算定しました。北部中学校は

土地区画整理事業に伴い一時的に人口が増加していますが、その後、減少傾向にあります。

その他中学校はいずれも２０２２年から減少傾向にあります。 

 

【東浦中学校】 

 

 

 

 １９８７年の１,２３１人から、２０２２年には７７８人と減少しており、３７％減少となっています。 

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
1024 1048 1104 1135 1225 1231 1189 1082 990 916 834 754 740 734 742 744 741 715 715 727 721（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
732 739 776 797 845 875 924 950 919 895 880 899 884 847 800 770 760 740 746 778（人）
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【北部中学校】 

 

 

 

 １９８６年の１,１５４人から、２０２２年には４８４人に減少しており、５８％減少となっています。 

 

【西部中学校】 

 

 

 

 １９９７年に４３９人のピークを迎えた後、２０２２年には１６８人まで減少し、６２％減少となっ

ています。   

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
999 1007 1045 1127 1154 898 860 777 688 653 633 540 508 516 476 453 417 432 421 404 404（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
399 412 407 413 426 448 435 450 456 497 481 480 443 460 475 504 487 481 464 484（人）

1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002（年）
0 0 0 0 0 303 341 369 351 363 358 383 400 421 428 439 425 394 390 358 359（人）

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022（年）
337 320 319 328 314 307 277 276 267 282 258 248 230 220 206 181 175 172 170 168（人）
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２ 財政状況 

（１）歳入・歳出 

２００６年度から５年度ごとの財政状況をみると、歳入及び歳出共に年々増加しています。

歳出の内訳をみると、特に扶助費※ １が毎年度増加しており、施設整備にかかる投資的経費※

２は２００６年度と比較すると減少しています。 

直近４年間をみると、２０２０年度では新型コロナウイルス感染症を受け、歳入では国庫支

出金が、歳出では補助費等が突出して増加しています。 

※１ 社会保障制度の一環として地方公共団体が各種法令に基づいて実施する各種福祉や医療に
係る経費。 

※２ 公共施設の維持管理や更新に係る経費。 
 

【歳入の推移（５年度ごと）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：歳入の推移（直近４年間）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：主要施策に関する説明書及び基金の運用の状況 
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【歳出の推移（５年度ごと）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：歳出の推移（直近４年間）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：主要施策に関する説明書及び基金の運用の状況 
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（２）投資的経費 

公共施設等の整備に係る代表的な費用である投資的経費の割合は減少傾向にあります。 

さらに遡って、過去３０年間のうち投資的経費のピークであった１９９４年度と２０２１年度決

算を比べると、歳出全体に占める投資的経費の支出割合は２５％減少となっています。これは、

先の２００６年度から２０２１年度の決算状況と同様に主に扶助費割合の増加によるものです。 

 

【投資的経費の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理の関係で、合計が１００%にならない場合があります。 

 

出典：主要施策に関する説明書及び基金の運用の状況 
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第５節 公共施設を取り巻く状況のまとめ 

第２章での結果を以下に整理します。  

〇本町は過去に森岡村、緒川村、石浜村、生路村、藤江村が合併して東浦村となり、現在

の地区区分となっていることから、町全体だけでなく各地区でのバランス等にも配慮

が必要です。 

〇本町の都市構造を見ると、鉄道沿線でコンパクトな市街地を形成してきたため、新た

な土地区画整理事業の動きも鑑みつつ、既存の都市基盤等を活かし、更なる都市機能

や生活に必要な機能を集積させ、拠点性や利便性を高めていくことが重要です。 

〇知多半島５市５町（半田市、常滑市、東海市、大府市、知多市、東浦町、阿久比町、南知

多町、美浜町、武豊町）及び刈谷市・高浜市と一部の公共施設が相互利用できます。特

に刈谷市とは定住自立圏の形成に関する協定を締結しています。 

〇官民連携として、イオンモール東浦での行政サービスセンターや小学校における水泳

授業の取り組みを実施しています。 

〇県有施設としてあいち健康の森健康科学総合センター（あいち健康プラザ）が本町に

位置しています。 

〇人口状況は２０１５年に減少に転じており、２０２０年には再増加しているものの今後、

減少していく見通しであるとともに、人口構造も変化し、高齢化や少子化が進行しま

す。地区別にみると、森岡地区は土地区画整理事業が予定されており、一時期増加が

見込まれますが、以後、減少します。他の地区は減少しています。 

〇財政状況を見ると、歳入・歳出ともに増加していますが、人口構造の変化に伴い、扶助

費の割合の増加による投資的経費の割合の減少や税収の減少が今後も一層懸念され

ます。 

〇人口や財政状総合況の中、持続可能な公共施設の実現に向けて、上位計画である総合

計画や都市計画マスタープラン、管理計画等の中で、統廃合や複合化等の公共施設再

編の方向性が示されています。 

〇SDGs をはじめとして、アフターコロナや Society５.０といった社会情勢や、脱炭素

化などの新たな社会的要求事項の視点も持ち、合わせて検討することも重要です。 

〇将来的な人口減少に伴う人材不足や建設工事費高騰の動向も、公共施設の整備に影

響を及ぼす要因であるため、注視することが必要です。 

 


